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本論文は、2 部 7 章という構成を通じて記述していく。第 1 部（第 1 章～4





の近代化概成後から 1945 年の敗戦に至る問題解決の方法論を分析する。第 4
章では海上自衛隊の創設期に至る知的伝統を整理する。第 2 部（第 5 章～7
 3 
章）は、方法論を重視し、高等教育の制度化を通じ、ドクトリンを生み出す
実相をケーススタディしている。まず第 5 章で第 2 部の軸となるドクトリン
と作戦術の形成と意義を明らかにすることで、今日の軍事組織における問題
解決の方法論の安全保障研究等への適用を論ずる。この分析枠組みが、第 6



















Research on the Problem-Solving Methodologies 
of Military Organizations:  




This dissertation focuses on problem-solving methodologies of 
military organizations.  Such methodologies are critical in making a 
success in military activities and winning a war, as various challenges 
emerge day by day. They cannot fulfill their aims without solving 
emerging problems. In order to avoid failures, how can military 
organizations institutionalize problem-solving methodologies?  To 
answer the question, this dissertation will analyze over a century of 
evolution of the “Art and Science of War” by examining higher education, 
doctrine and the operational art of armed forces. 
     This dissertation consists of two parts with seven chapters.  Part 
One (chapter one to four) uses the comparison of the U.S. Navy and the 
Japanese Navy for their utilization and evolution on methodology of 
military problem-solving.  Chapter One covers the late 19th century to 
early 20th century U.S. Navy’s intellectualism.  Chapter Two covers the 
evolution of the Japanese Navy’s intellectualism, with comparison to that 
 5 
of the U.S. Navy.  Chapter Three analyzes evolution of the Japanese 
Navy’s problem-solving methodology.  Chapter Four covers the 
transformation of intellectual tradition from the Japanese Navy to birth of 
the Japanese Maritime Self-Defense Force.  Part Two (chapter five to 
seven) mainly covers the evolution of doctrine and operational art from 
1970s to 1990s and its influence on the methodology of military 
organizations, of which the basic concepts are analyzed in Chapter Five.  
Chapter Six covers the U.S. Army’s evolution, and Chapter Seven covers 
the British Army and its intellectual centric organizations.  Armed forces 
constantly develop methodologies as products between theories and 
practices as the Art of Intellectual re-production. 
In conclusion, military organization shall win wars by creativity and 
mutual criticism, which are fundamentals of organizational revolution 
system.  Winning the war shall be the ultimate responsibility of any 
military organizations. The higher education shall be the key for the 
evolution and institutionalize of organizational methodologies.  So that 
the military organizations must pursue the methodologies development 
by leaders educated in higher education who can develop and improve 
doctrine. 
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1 日本政府は、1945 年 10 月 30 日に、多角的な視点から敗戦の原因と実相を明らかにする
政府機関として戦争調査会を設置し、1946 年 9 月末まで活動した。戦争調査会については、
井上寿一『戦争調査会 幻の政府文書を読み解く』講談社、2017 年を参照。戦争の呼称につ
いては、庄司潤一郎「日本における戦争呼称に関する問題の一考察」『防衛研究所紀要』第





























                                                     
3 実松譲『海軍を斬る』図書出版社、1982 年、13 頁。 
4 千早正隆『日本海軍の戦略発想』中央公論社、1995 年、356-366 頁。 
5 実松譲『海軍大学教育』光人社、1993 年、322 頁。 
























                                                     
7 野村康『社会科学の考え方』名古屋大学出版会、2017 年、1-4 頁。 
8 同上、2-3 頁。 
























                                                     
10 戸部良一「書評 アレッシオ・パタラノ『シーパワーとしての戦後日本－帝国の遺産と戦
争の経験と海軍の建設』」『日本研究』第 55 集、2017 年 5 月、232 頁。 








1903 年に、ロードアイランド州ニューポートの米国海軍大学校（U.S. Naval 
War College）で同年度の開講式にあたり式辞として次のように述べた。 
 









1884 年である。他国の海軍大学校の開設は日本が 1888（明治 21）年、英国
に至っては 1900 年である。高級士官として必要なのは、軍人としての素養、
                                                     
12 Ronald Spector, Professor of War: The Naval War College and the Development of the 
Naval Profession, Honolulu: University Press of the Pacific, 2005, pp. 1-4. 
13 John B. Hattendorf, B. Mitchell Simpson, III and John R. Wadleigh, Sailors and 
Scholars: The Centennial History of the U.S. Naval War College, Newport: Naval War 
College Press, 1984, pp. 56-58. 
14 John D. Hayes, and John B. Hattendorf, The Writings of Stephen B. Luce. Newport: 
Naval War College Press, 1975, p. 38. 
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 ジョン・イングリッシュ（John English）は「戦略が戦争の術（strategy is 
the art of war）であるならば、戦術は戦闘の術（tactics is the art of battle）






「戦争の術（Art of War）」と「戦争の科学（Science of War）」という
表現がある。戦争は「術」であるのか、「科学」であるのかという議論はす





                                                     
17 John English, “The Operational Art: Developments in the Theories of War,” B.J.C. 
McKercher and Michael A. Hennessy eds., The Operational Art: Developments in the 
Theories of War, Westport: Praeger, 1996, pp. 7-27. 戦役（Campaign）とは、ある一定の
時間、空間のなかで共通の戦略的ないし作戦的な目標を達成することを企図して遂行される
一連の作戦（Operation）群の総合である 。 
18 John I. Alger, The Quest for Victory, London: Greenwood Press, 1982, p. 83. 
 18 
らだとされていた19。このような理解があったからこそ、「戦争の術と科学」
を教育研究する場として 1881 年に米国陸軍指揮幕僚大学校（U.S. Army 
Command and General Staff College）の原型である上級歩兵・騎兵学校













































                                                     
22 Robert R. Leonhard, Fighting by Minutes, Time and the Art of War, Westport: Praeger, 
1994, p. xxi. 
23 Ibid., p. xix. 
24 Ibid., p. xxi. 
25 North Atlantic Treaty Organization, AJP-01(D): Allied Joint Doctrine, 2010, p.1-1.  
26 Leonhard, Fighting by Minutes, Time and the Art of War, p. xxi. 
27 戦略研究学会編、片岡・福川編著『戦略・戦術用語辞典』37 頁。 















戦略体系の中に存在する。2011 年の英国国防ドクトリン（BDD: British 









                                                     















エリス（Earl H. Ellis）は 1921 年に研究論文「ミクロネシアにおける前進基







                                                     
30 UK Ministry of Defence, JDP 0-01 4th Edition BRITISH DEFENCE DOCTRINE, 2011, 
p. iv. 
31 Leonhard, Fighting by Minutes, Time and the Art of War, p. xxi. 
32 野中郁次郎『アメリカ海兵隊』中央公論新社、1995 年、22-52 頁。Michael R. Matheny, 
Carrying the War to the Enemy:  American Operational Art to 1945, Norman: 
 22 
兵隊はエリスを「初の真の作戦術家（first true operational artist）」として
いる33。米海兵隊は、将来の水陸両用戦を考えるシンクタンクとして、彼の



















                                                                                                                                                           
University of Oklahoma Press, 2011, pp. 153-159.  
33 B.A. Friedman, eds. 21st Century Ellis: Operational Art and Strategic Prophecy for the 
Modern Era, Annapolis: U.S. Naval Institute, 2015, pp. 140-141. 
34 日露戦争までの、用兵・兵術思想における独創性の代表ともいえる存在が秋山真之海軍中
将であった。しかしながら、その後継承されなかったという点は、実松『海軍大学教育』、




















































                                                                                                                                                           
設への理論的主柱となった。1914 年没。 





表 2 戦略と戦争のレベル 
戦略のレベル 戦争のレベル 管轄 担当 本論文の注目点
（方法論） 
政略（Politics） War（戦争） 政治 政府  



















































                                                     


























                                                     
39 齋藤大介「戦争を見る第三の視点－『作戦術』と『戦争の作戦次元』－」『戦略研究』第
12 号、2013 年 1 月、79-100 頁、が包括的に作戦術を我が国に紹介した。概念の説明として

















第 1 部（第 1 章～4 章）は、主に軍事組織の高等教育に関し、日米海軍の
比較を通じ、日本海軍に「概念創造力」である方法論がなぜ根付かなかった
のか、その理由を考察する。まず、第 1 章で 19 世紀後半の米国海軍の問題解
決の方法論を明らかにすることで、軍事組織の問題解決の方法論の原型を分
析する。また、その知的態度を「ネイバル・アカデミズム」として提示する。
第 2 章では、明治期日本海軍の方法論へのアプローチを、第 1 章で明らかに
する同時代に先行していた米国海軍のそれと対比することで、その特徴を描




第 2 部（第 5 章～7 章）は、まず第 5 章で第 2 部の軸となるドクトリンと
作戦術の形成と意義を明らかにすることで、今日の軍事組織における問題解
決の方法論の安全保障研究等への適用を論ずる。この分析枠組みが、第 6 章
と第 7 章を貫いていく。第 2 部では、方法論を重視し、高等教育の制度化を
通じ、ドクトリンを生み出す実相を米英のケーススタディで提示する。第 6















































                                                     
40 防衛研究所第 59 期一般課程に対する 2012 年 1 月 10 日の講演による。 
 32 
く、1907 年に米国人として初のノーベル物理学賞を受賞したアルバート・マ




















                                                     
41 海軍兵学校は、卒業時に学士号が授与されると同時に、海軍もしくは海兵隊の少尉に任官

























することが本章の目的であり、第 1 部の出発点でもある。 
当時の海軍戦略家としては、アルフレッド・マハンがよく知られている。
1890 年に『海上権力史論（The Influence of Sea Power Upon History, 
                                                     
























                                                     
43 John D. Hayes and John B. Hattendorf, The Writings of Stephen B. Luce, Newport: 




















                                                     
44 麻田貞雄訳『アルフレッド・T・マハン』研究社、1977 年、5-6 頁。 
45 谷光太郎『アルフレッド・マハン』白桃書房、1990 年。 
46 山内敏秀編著『戦略論体系⑤マハン』芙蓉書房出版、2002 年。 
47 麻田貞雄「日米関係のなかのマハン－海上権力論と太平洋膨張論をめぐって－」『両大戦
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   1. 国軍作戦目的、作戦方針及其ノ指導要領 
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資料整理部であった296。陸軍省と海軍省は、1946 年 6 月 15 日に廃止され、
復員庁の第一および第二復員局となる。 






大きな転機は 1950 年 6 月の朝鮮戦争勃発であり、日米両政府各機関との調
整、研究の加速が求められた。このグループは、研究を整理し、部内に報告
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概念作りの場とすると、Y 委員会とは 1951 年 10 月に発足した米軍からの艦
艇供与受け入れを具体的に検討する場といってよい。それまでの「新海軍再
建委員会」との大きな違いは、秘密機関ではなく内閣に直属する委員会であ






会は 1951 年 10 月 31 日の第一回委員会から 1952 年 4 月 25 日の第 29 回委
員会の計 29 回開催された。 






                                                     
























これは海上自衛隊でも同様であった。1954 年 7 月 1 日の海上自衛隊の創設
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続性」である。海軍大尉で終戦を迎え、1953 年 12 月に海上警備隊に入隊し
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1955 年 3 月 28 日、教育開始にあたり中山校長は、教官及び学生に対し「海
上自衛隊幹部学校のあり方について」を示した318。それは「本校の目的及び
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を形成していた322。辿ることすでに 1951 年 6 月には増原恵吉警察予備隊本
部長官に中堅幹部養成機関の構想を命じている。教育重視の証左に、1952 年




1954 年 9 月 1 日に横須賀市田浦で業務を開始した海上自衛隊幹部学校も、




年 9 月に現在の防衛省目黒地区に移転している。 
歴史を俯瞰すると、日本の海上防衛は、敗戦から約 10 年間に渡り高等教育
が欠けたことになった。1940 年代後半から 1950 年代前半に至る年月は、プ
                                                     


















ために特別のコース（NCC: Naval Command Course）が設けられた。20 数
カ国から各国 1 名ずつの招きがあり、海上自衛隊から当時、幹部学校教官で
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し、「戦務は学術にあらずして業務なり」とも言われていた330。1955 年 2 月
に創刊された部内誌『幹校レファレンス』は、作戦要務に関する論考を多く
掲載し、啓蒙に努めた。軍事組織の部内誌には紐帯の役割、つまり自由な討
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 本章では第 2 部全体に通底する基本的概念を提示する。具体的には、主に





の三つの次元、すなわち「戦略次元（Strategic Level of War）」と「戦術次
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軍事行動を実現するためのドクトリン構築能力と作戦及び戦役をデザインし
















1981 年に高等軍事大学院（SAMS: School of Advanced Military Studies）を、
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Course、1997 年から統合指揮幕僚大学の課程に移行）をそれぞれ創設した。 
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次の第 6 章と第 7 章では、ドクトリンと作戦術が、どのように英米で位置
づけられ、軍事組織における方法論へ作用していったか分析していく。 
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を向けていた。その軍人こそ、現役の陸軍中将で、2017 年 2 月から米国トラ
ンプ政権の安全保障政策を担う国家安全保障担当補佐官の地位にある H・R・
マクマスター（H.R. McMaster）である。冒頭の引用は、1997 年に出版され
た『義務の放棄（Dereliction of Duty）』の結論であり、出版から 20 年たっ
た今日でも広く読み継がれている。国家安全保障担当補佐官の役職は、国務
長官や統合参謀本部議長を務めたコリン・パウエル（Colin L. Powell）もレ
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通じ、米国陸軍が陥った窮状について考察する。第 2 節では、TRADOC 設立
の中心人物ウィリアム・デピュイがどのような構想を基に、米国陸軍を再建








1973 年までの 9 年間を指す。ベトナムへの米国の関与は、1954 年のフラン
ス撤退を引き継ぐ形で開始されたことに遡る。軍事的介入は 1955 年のベトナ
ム軍事援助顧問団（MAAG: Military Assistance Advisory Group）を創設、
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こうして本格化した陸上戦闘は、米国海空軍の空爆を交えて 1973 年 1 月
のリチャード・ニクソン（Richard Nixon）大統領による北ベトナムに対する
攻撃中止命令に至る約 8 年に渡り泥沼化した。同年ベトナム和平協定調印を
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でなく、このチャンスを最大限に活用した。特に 1962 年から 1964 年にかけ






1992 年に他界したデピュイは、記録に残るだけでも 1954 年から 1990 年
に渡るまで主に教育訓練に関する膨大な量の論考を書き続けた402。デピュイ
の問題意識の原点は、自らが経験した第二次世界大戦の欧州戦線にあった。
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2 TRADOC とデピュイの挑戦：1970 年代と「戦術レベル」の改革 
 
（1）米国陸軍の再活性化と TRADOC の創設 
ウエストモーランドがデピュイに託した「陸軍の再活性化」は、どのよう
に行われていったのか。テピュイは 1969 年から 1973 年に TRADOC 初代司










ラの要求に応えた。この結果 1973 年の離任時は、AVICE の職務の 8 割は陸
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支援、施設業務、兵力整備等全てを担っていた。この CONRAC を TRADOC
と陸軍部隊コマンド（FORSCOM: U.S. Army Forces Command）の二つに
分割するステッドファスト改革（Steadfast Reorganization）は、最終的に
1972 年 3 月にメルヴィン・R・レアード（Melvin R. Laird）国防長官の承認
を得た。これにより、TRADOC は、ウエスト・ポイントの陸軍士官学校（U.S. 
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これらの経緯から、1973 年 7 月 1 日に TRADOC が設立された。初代司令




ウエストモーランドは退役し、1972 年 10 月からクレイトン・エイブラムス
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ピュイ率いる TRADOC であった。 
その矢先、TRADOC の陸軍改革の取り組みに衝撃が走る事案が生起した。
1973 年 10 月 6 日に生起した第四次中東戦争（October War または Yom 
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first battle of the next war while fighting outnumbered）」という方針に至
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この成果は、1976 年 7 月 1 日に陸軍参謀長のバーナード・ロジャーズ
（Bernard W. Rogers）の決裁を得て正式化された FM100-5 Operations と
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のは 1981 年以降であることを考慮すれば、1976 年版 FM100-5 が米国陸軍
をドクトリン中心の組織に変貌される機会を作為した歴史的意義は何ら減じ
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3 先導者としての TRADOC：1980 年代と「作戦レベル」の改革 
本節ではデピュイの率いる TRADOC がどのようにそれらの問題意識に挑
戦したのか、ドクトリン、教育訓練、装備開発の 3 つの分野で分析していく。 
 
（1）作戦術の導入：FM100-5の改訂と「エアランド・バトル」ドクトリン 
1976 年版 FM100-5 が内包した課題、すなわち、作戦レベルにおける考慮
の欠如を克服すべく、FM100-5 は 1982 年に改訂されることになる。この任
を負ったのが、デピュイの後任として 1977 年から TRADOC 司令官となった
スタリーである。スタリーは、先述のように、TRADOC 創造当初からのデピ
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した441。この時の議論は、陸軍全体が認識するところとなり、1979 年 6 月に
は、エドワード・マイヤー（Edward C. Meyer）陸軍参謀長がスタリーに、
















                                                     
441 Starry, Camp Colt to Desert Storm, p. 379. 
442 スタリーは、自らの論考をまとめた著書を 3 冊出版している。 





り、敵の組織的行動を封じる思考の枠組みが含意されていた445。1982 年 8 月
に FM100-5 は改訂され、米国陸軍の基盤ドクトリン（cornerstone of U.S. 
Army Doctrine）とされた446。同ドクトリンを中心に訓練、指揮や戦闘等の
ドクトリンが階層的に体系化されていくことになった447。 





年に学術誌 International Security に発表した「戦争の作戦次元」は、戦略
の階層に「作戦レベル」の概念を紹介した。同論文は米国陸軍が注目するこ
ととなり、1982 年版の FM100-5 に反映されることになった450。この作戦術
は、1986 年版 FM100-5 で明文化されることになる。作戦次元と作戦術の導
入により、米国陸軍は、戦略次元の定義する戦略目標を達成するため、作戦
次元として戦術次元の戦闘を関連付ける作戦の連続である「戦役」をデザイ
                                                                                                                                                           
444 King, Victory Starts Here, p. 32. 
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ター（CAC: Combined Arms Center）司令官のウィリアム・リチャードソン
（William Richardson）である。スタリーの後任で 1981 年から 1983 年に
TRADOC 司令官を務めたグレン・オーティス（Glenn K. Otis）の後任とし




TRADOC は先導者となった。1983 年から 1984 年にかけて TRADOC で検討
の進められた、AOE（Army of Excellence）という「エアランド・バトル」
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のが、1991 年の第一次湾岸戦争（First Gulf War）の砂漠の嵐作戦（Operation 
Desert Storm）であった。H・ノーマン・シュワルツコフ（H. Norman 
Schwarzkopf）指揮する多国籍軍は、1986 年版 FM100-5 に忠実に、機動戦
と火力を用いてイラク軍に完勝、ここに「エアランド・バトル」ドクトリン
                                                     
454 TRADOC, Prepare the Army for War, pp. 26-29. 
455 Kretchik, U.S. Army Doctrine, pp. 209. 















ることとなった459。さらに TRADOC は、スタリーが司令官となった 1 年後
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年、スタリーは戦闘学研究所（CSI: Combat Studies Institute）を TRADOC








を創設した。この教育機関とは、第 5 章でも見た通り、1983 年から指揮幕僚
大学の卒業生から選抜された学生に対し、約 1 年間の教育を行う高等軍事大
学院（SAMS）である。この中心人物こそが、スタリーの研究グループの一
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SAMS と卒業生の真価は、すぐに発揮されることになる。SAMS は 1986
年版 FM100-5 の改訂において主導的な役割を果たした470。SAMS の声価を
不動としたのが、1990 年から 1991 年にかけて生起した砂漠の盾・嵐作戦
（Operation Desert Shield/Storm）であった。多国籍軍司令官で米中央軍司
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SAMS を含め、第一次湾岸戦争において TRADOC の果たした役割は極め
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ドクトリンである 1976 年版 FM100-5 は、第四次中東戦争の分析を踏まえ、
陸戦での致死力拡大に対応する技術革新を意識して作られた。これがトリガ







エイブラムス戦車、②M2 及び M3 ブラッドレー戦闘装甲車、③ヘリコプター
（ブラックホーク輸送ヘリコプター、アパッチ攻撃ヘリコプター）、④パト
リオット対空ミサイル、⑤多連装ロケットシステム（MLRS）が開発、生産
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の議論を経て、1982 年版 FM100-5 で「エアランド・バトル」になった。そ
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となった。往時の基本ドクトリンである FM100-5: Operations は、ADP3-0: 






 次の第 7 章では、米国の緊密な同盟国である英国における問題解決の方法
論としての作戦術の受容と適応を明らかにしていく。  
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英軍の 1980 年代から 1990 年代の知的活動に関する先行研究としては、次
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のようなものがある。デービッド・フレンチ（David French）は、「英国流
の戦い方（The British Way in Warfare）」として欧州と英国との関係を中








の関係を 20 世紀から 21 世紀にかけて分析し、作戦術は学習する組織
（learning organizations）にとり必要不可欠としている489。ストローンの研
究を踏まえつつ、作戦術を含むより純粋的な用兵哲学の観点から齋藤大介は、
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Doctrine ）」 を発出したのは 1989 年であった。これに対して、米国陸軍は、
すでに 1976 年にはドクトリンとして野外教範「作戦（FM100-5: Operations）」
を発出していた。 
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（John Fredrick Charles Fuller）やバジル・リデルハートという世界的な軍
事用兵思想家を輩出していた499。フラーは、1914 年の段階で軍事ドクトリン
                                                     
497 Mader, In Pursuit of Conceptual Excellence, p. 22. 
498 John Stone, “The British Army and the Tank,” Theo Farrell and Terry Terriff, eds., 
The Source of Military Change: Culture, Politics, Technology, Boulder: Lynne Rienner, 
















一般大学や、国際戦略研究所（IISS: International Institute for Strategic 
Studies）という民間の場における軍事史や戦略に関する学術研究に貢献した
のである503。ここに一石を投じたのが、英国陸軍人であったリチャード・シ
ンプキン（Richard E. Simpkin）である。シンプキンは、1985 年に『迅速さ
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トマスの海軍兵学校（Britannia Royal Naval College）で制度的に開始され
たのは 1905 年であった。米国海軍がアナポリスの海軍兵学校（United States 
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575. 予備役を除く現役に関し、1980 年の英陸海空軍総数は約 32 万人であった。2016 年の
段階では約 15 万人まで縮小されている。 
515 Jan Angstrom and J.J. Widen, Contemporary Military Theory, Routledge: London, 
2015, p. 58. 
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に立ち向かうことになる。1985 年から 1988 年まで陸軍参謀長を務めたナイ
ジェル・バグネル（Sir Nigel Bagnall）である。バグネルは、もともと歩兵
職種の軍人であり、任官後 1940 年代後半から 60 年代は、主に中東や東南ア
ジアにおいて治安維持作戦に従事した。バグネルは前出のシンプキンとも極
めて近く、シンプキンの理論を支持していた519。途中、自ら希望して機甲職
種に転向している。1970 年以降は、英国本国での幕僚勤務の他は BOAR で
の勤務が主となる。中でも、1981 年から 83 年に、在独の英国陸軍第 1 軍団
司令官、引き続き 1983 年から 85 年、陸軍参謀長に転出するまで、BOAR 兼
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thinking）の恩恵を受けることになる521。米軍の用兵思想ルネッサンスが、















グネルが作戦レベルの思考法を制度化していくのは 1981 年の第 1 軍団司令
官勤務以降であった。同軍団内に、戦術ドクトリン委員会（TDC: Tactical 
Doctrine Committee）を設け、12 名の士官に自由な議論を行わせ概念を構築
させた。この TDC は、バグネルが、BOAR 兼 NORTHAG 司令官になってか
                                                                                                                                                           
British, and Israeli Armies, Stanford: Stanford University Press, 2011, p. 111. 
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522 Shamir, Transforming Command, p. 111. 
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した528。2010 年から 13 年まで英国防参謀総長を務めたデービッド・リチャ
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る場として、1988 年バグネルは高級指揮幕僚課程（HCSC: Higher Command 
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ハロルド・ホイバック（Harold Hoiback）は、ドクトリンは 3 つの道具、
すなわち指揮の道具、改革の道具及び教育の道具として作用するとした547。
英軍もドクトリンを道具として活用した。作戦術という方法論を組織知とし、
ドクトリン重視の組織として 1990 年代に教育、研究開発、作戦実施の 3 つ
の組織が英軍に創設されていくことになる。 







                                                     
545 Mader, In Pursuit of Conceptual Excellence, p. 23. 
546 Andrew Methven, “Is It Not High Time the Doctrine Industry published Its Doctrine 
on the Limits of the Utility of Written Doctrine?” Defence Studies, vol. 3, no. 3, Autumn 
2003, p. 132. 
547 Harold Hoiback, Understanding Military Doctrine: A Multidisciplinary Approach, 
Abingdon: Routledge, 2013, p. 4. 
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育を行う統合指揮幕僚大学の統合指揮幕僚課程（AJCSC: Advanced Joint 




Operational Planning Process）であり、NATO と連動し 1990 年前半に研
究が進むことになる。その後、作戦計画のガイドライン（GOP: Guidelines for 




国防省のシンクタンクとして 1998年の戦略国防レビュ （ーStrategic Defence 
Review）で創設が決定されたのが開発・概念・ドクトリンセンター（DCDC: 
Development, Concept and Doctrine Centre）である。同センターは、王立






る。加えて DCDC は、英国のみならず NATO ドクトリンの一部も担当して
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CDC_Doctrine_DJDH.pdf. 








本章は、1970 年代から 1980 年代にかけて、米国を中心に発展した軍事に
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ドクトリン構築能力と作戦及び戦役をデザインしプランニングする能力



























る発展過程を第 7 章で分析した。1973 年に戦闘任務が終結したベトナム戦争
は、米軍、特に犠牲者の最も多かった陸軍に組織再生の必要性を迫った。ベ
トナム戦争後から第一次湾岸戦争に至る 1970 年代から 1980 年代に、米軍は
まずはドクトリンを組織再生の中心とした。このリーダーとなったのが初代
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本論文第 1 部で取り上げた 19 世紀から 20 世紀半ばにかけての米国海軍およ
び日本海軍についても、デピュイらの改革が示した 5 つの特徴のうち「同盟
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